（様式1）

令和　　年　　月　　日

富士市長　様

住所
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　
担当者所属
担当者氏名
電話番号
電子メール

富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業
包括的業務委託プロポーザル参加表明に関する質問書

富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業包括的業務委託の事業者選定に係る公募型プロポーザル参加表明に関して、以下のとおり質問します。

該当箇所
質問内容
○○ページの○○




















※ページがまたがる場合は、同書式を適宜追加すること。


（様式2）

令和　　年　　月　　日

富士市長　様

住所
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　印

富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業
包括的業務委託プロポーザル参加表明書

　令和8年4月22日付で公告のありました富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業包括的業務委託に係るプロポーザルに参加したいので、関係書類を添えて申し込みます。
　なお、「富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業包括的業務委託プロポーザル実施要領」に記載された資格要件を満たすとともに、本表明書及び別添の添付資料の内容について事実と相違ないことを誓約します。

１　連絡先（複数事業者による共同提案の場合は、構成員を代表する者に係る連絡先を記載すること。）
	担当部署
	

	担当者職・氏名
	

	連絡先
	（住所）

	
	（電話番号）

	
	（FAX番号）

	
	（電子メール）



２　構成員（複数事業者による共同提案の場合は、以下に構成員を代表する者以外の構成員を記載すること。）

		住所
		商号又は名称
		代表者名						印

住所
		商号又は名称
		代表者名						印

（様式3）

令和　　年　　月　　日

富士市長　様

住所
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　印

富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業
包括的業務委託の契約候補者の選定に係る
公募型プロポーザルに係る企画提案書

　富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業包括的業務委託の事業者選定に係る公募型プロポーザルについて、本書及び別紙のとおり企画提案します。
　なお、「富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業包括業務委託プロポーザル実施要領」に記載された資格要件を満たしていること及び企画提案書類の内容が事実と相違ないことを誓約します。

１　連絡先（複数事業者による共同提案の場合は、構成員を代表する者に係る連絡先を記載すること。）
	担当部署
	

	担当者職・氏名
	

	連絡先
	（住所）

	
	（電話番号）

	
	（FAX番号）

	
	（電子メール）



２　構成員（複数事業者による共同提案の場合は、以下に構成員を代表する者以外の構成員を記載すること。）

		住所
		商号又は名称
		代表者名						印

住所
		商号又は名称
	代表者名						印

３　提出書類

<共通>
①企画提案書			（様式３）
②事業者概要及び業務実績書	（様式４）
③業務実施方針		（任意様式）
④事業計画書		　　　　（任意様式）
⑤事業収支計画書		（様式５）
　※分譲計画の売払予定価格を記載すること。
　　また、富士市に財政負担を求める場合は、その負担内容についても記載すること。
⑥実施体制計画書		（様式６）
⑦立地意向企業概要調書　　　　（様式７）

４　添付書類
・その他富士市が必要と認める書類
※提出を求められた場合は速やかに応じること。


（様式4）

事業者概要及び業務実績報告書

	事業者概要
	商号又は名称
	

	
	所在地
	本社
	〒
住所
電話番号

	
	
	市内事業所等
	〒
住所
電話番号

	
	業務内容
	

	応募概要
	本業務を行う上での企業の特色・強み
	

	
	応募理由
	

	工業団地・工業用地整備実績
	工業団地等の整備における実績
	

	
	事業に係る事故・トラブルへの対応実績
	




（様式5）記載例


事業収支計画書
１　事業収支								単位：千円市に追加で求める業務がある場合は、実施する業務に係る経費の金額を③に入力し、「富士市に求める追加負担の内容」に詳細を入力してください。

	項目
	金額
	備考

	①総支出
	770,000
	

	支出内訳
	事業者②

	地元自治会等調整
	1,000
	仕様書に基づき、事業協力者が実施する業務に係る経費のみ入力してください。



	
	
	調査・設計
	34,000
	

	
	
	地区計画図書作成
	3,000
	

	
	
	開発同意・許認可
	27,000
	

	
	
	造成工事
（内訳を３に記載）
	572,000
	

	
	
	施工監理
	28,000
	

	
	
	確定測量
	19,000
	

	
	
	企業誘致支援
	5,000
	

	
	
	その他経費
	11,000
	

	
	
	小計
	700,000
	

	
	富士市
	追加負担③

（内訳を２に記載）
	70,000
	土質改良工、開発区域外の緑地整備工

	
	
	小計
	70,000
	


· 市が提供した設計書を合わせて提出すること。
· 必要な項目を適宜追加すること。

２　富士市に求める追加負担の内容					単位：千円
	項目
	金額
	内容

	土質改良工
	50,000
	軟弱地盤の改良

	緑地整備工
	20,000
	公共敷地の植栽実施

	
	
	


· 追加負担を求める業務について、項目及び具体的な内容を記載すること。

３　造成工事費の内訳
	項目
	金額
	備考

	工事費
	
	

	
	敷地造成工
	
	

	
	法面工
	
	

	
	雨水排水設備工
	
	

	
	給水設備工
	
	

	
	汚水排水設備工
	
	

	
	園路広場整備工
	
	

	
	管路施設整備工
	
	

	
	護岸改良工
	
	

	
	構造物撤去工
	
	

	
	伐採除根工
	
	

	諸経費
	
	

	
	
	
	

	消費税及び地方消費税
	
	

	合計
	
	



４　年間経費計画							単位：千円
	項目
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度
	令和11年度
	合計

	事業者
	地元自治会調整等

	200
	600
	200
	
	1,000

	
	調査・設計
	20,000
	14,000
	
	
	34,000

	
	地区計画図書作成
	2,000
	1,000
	
	
	3,000

	
	開発同意・許認可
	11,000
	7,000
	9,000
	
	27,000

	
	造成工事
	
	180,000
	180,000
	229,200
	572,000

	
	施工監理
	
	
	14,000
	14,000
	28,000

	
	確定測量
	
	
	
	19,000
	19,000

	
	企業誘致支援
	2,000
	1,000
	2,000
	
	5,000

	
	その他経費
	5,000
	4,000
	1,000
	1,000
	11,000

	
	市追加負担
	1,000
	
	69,000
	
	70,000

	
	合計
	40,000
	256,000
	210,000
	263,200
	770,000


· 必要な項目は適宜追加すること。
· 各年度の経費は４月から3月にかかるものを算定して記入すること。

（様式5）

事業収支計画書

１　事業収支								単位：千円
	項目
	金額
	備考

	総支出
	
	

	支出内訳
	事業者
	地元自治会等調整
	
	

	
	
	調査・設計
	
	

	
	
	地区計画図書作成
	
	

	
	
	開発同意・許認可
	
	

	
	
	造成工事
（内訳を３に記載）
	
	

	
	
	施工監理
	
	

	
	
	確定測量
	
	

	
	
	企業誘致支援
	
	

	
	
	その他経費
	
	

	
	
	小計
	
	

	
	富士市
	追加負担
（内訳を２に記載）
	
	

	
	
	小計
	
	


· 必要な項目を適宜追加すること。


２　富士市に求める追加負担の内容					単位：千円
	項目
	金額
	内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	


· 追加負担を求める業務について、項目及び具体的な内容を記載すること。

３　造成工事費の内訳
	項目
	金額
	備考

	工事費
	
	

	
	敷地造成工
	
	

	
	法面工
	
	

	
	雨水排水設備工
	
	

	
	給水設備工
	
	

	
	汚水排水設備工
	
	

	
	園路広場整備工
	
	

	
	管路施設整備工
	
	

	
	護岸改良工
	
	

	
	構造物撤去工
	
	

	
	伐採除根工
	
	

	諸経費
	
	

	
	
	
	

	消費税及び地方消費税
	
	

	合計
	
	



４　年間経費計画							単位：千円
	項目
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度
	令和11年度
	合計

	事業者
	地元自治会調整等

	
	
	
	
	

	
	調査・設計
	
	
	
	
	

	
	地区計画図書作成
	
	
	
	
	

	
	開発同意・許認可
	
	
	
	
	

	
	造成工事
	
	
	
	
	

	
	施工監理
	
	
	
	
	

	
	確定測量
	
	
	
	
	

	
	企業誘致支援
	
	
	
	
	

	
	その他経費
	
	
	
	
	

	
	市追加負担
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	


· 必要な項目は適宜追加すること。
· 各年度の経費は４月から3月にかかるものを算定して記入すること。
（様式6）
記載例

実施体制計画書

住所
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　印

業務委託名：富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業包括的業務委託

上記業務について、下記の担当者・資格者の配置を予定しています。

	事業実施体制図

	各種報告・連絡調整




１　統括管理責任者
	職名
	事業統括責任者

	企業名
	●●建設㈱

	氏名
	

	資格等
	（資格・実績等）





２　業務担当者
	職名
	地元自治会等調整業務担当者

	企業名
	●●コンサルティング

	氏名
	

	資格等
	（資格等）
宅地建物取引士



	職名
	調査・設計業務担当者

	企業名
	●●設計㈱

	氏名
	

	資格等
	（資格等）
測量士



	職名
	工事業務担当者

	企業名
	●●建設㈱

	氏名
	

	資格等
	（資格等）
一級土木施工管理技士



	職名
	工事業務担当者

	企業名
	㈱●●組

	氏名
	

	資格等
	（資格等）
一級土木施工管理技士



	職名
	企業誘致業務担当者

	企業名
	●●建設㈱

	氏名
	

	資格等
	（資格等）
宅地建物取引士



· 統括管理責任者のほか、各業務の担当者を記載してください。業務の担当者は兼務可能です。調査・設計業務には測量士の資格を有する者を業務担当者とするか、資格を有する協力事業者を配置してください。

（様式6）

実施体制計画書

住所
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　印

業務委託名：富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業包括的業務委託

上記業務について、下記の担当者・資格者の配置を予定しています。

	事業実施体制図

	



１　統括管理責任者
	職名
	

	企業名
	

	氏名
	

	資格・実績等
	（資格・実績等）





２　業務担当者
	職名
	

	企業名
	

	氏名
	

	資格等
	（資格・実績等）




	職名
	

	企業名
	

	氏名
	

	資格等
	（資格・実績等）




	職名
	

	企業名
	

	氏名
	

	資格等
	（資格・実績等）




	職名
	

	企業名
	

	氏名
	

	資格等
	（資格・実績等）




	職名
	

	企業名
	

	氏名
	

	資格等
	（資格・実績等）






（様式7）
立地意向企業概要調書
１　企業概要							　　年　　月　　日現在
	企業名
	

	本社所在地
	

	代表者職氏名
	
	資本金
	百万円

	設立年月日
	　　　年　　　月　　　日

	主な事業内容
	

	業績
（直近３年間）
	決算期
	期間
	売上高
（百万円）
	経常利益
（百万円）
	純利益
（百万円）

	
	第　期
	　　年　　月　　日～　　年　　月　　日
	
	
	

	
	第　期
	　　年　　月　　日～　　年　　月　　日
	
	
	

	
	第　期
	　　年　　月　　日～　　年　　月　　日
	
	
	

	主要取引先
	企業名
	
	
	

	
	比率
	％
	％
	％



２　事業種別
	日本産業分類による業種
	業種コード

	業
	中分類
	
	小分類
	



３　立地に係る背景
　






４　立地条件等
　






５　立地意向のある企業から了承を受けた日
	企業から市に情報提供に係る了承を受けた日
	令和　年　月　日

	立地意向企業の担当者名（部署、役職、氏名）
	





（様式8）

令和　　年　　月　　日

富士市長　様

住所
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　印
担当者所属
担当者氏名
電話番号
電子メール

富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業
包括的業務委託プロポーザル企画提案書等提出に関する質問書

富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業包括的業務委託の事業者選定に係る公募型プロポーザル企画提案書提出に関して、以下のとおり質問します。

該当箇所
質問内容
○○ページの○○




















※ページがまたがる場合は、同書式を適宜追加すること。


（様式９）

富士市長

住所
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　印

参加辞退届

　令和　　年　　月　　日付で参加表明した「富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業包括的業務委託の契約候補者の選定に係る公募型プロポーザルに係る企画提案」について、参加を辞退します。

	辞退理由
	



（複数事業者による共同提案の場合は、構成員を代表する者を記載すること。）
	担当部署
	

	担当者職・氏名
	

	連絡先
	（住所）

	
	（電話番号）

	
	（FAX番号）

	
	（電子メール）



（複数事業者による共同提案の場合、以下に構成員を代表する者以外の構成員を記載すること。）

		住所
		商号又は名称
		代表者名						印

		住所
		商号又は名称
		代表者名						印

住所
		商号又は名称
		代表者名						印
（参考様式１）
令和　　年　　月　　日

（あて先）富士市長

誓　約　書
　
　富士市富士山フロント工業団地第３期整備事業包括的業務委託の契約候補者の選定に係る公募型プロポーザルに応募するにあたり、公募要領に規定する応募資格を満たし、応募提案書類の内容についても事実に相違ないことを誓約します。
　今後、誓約した内容に反する事実が判明した場合、または事業提案書類の提出後に誓約した内容に反した場合は、無効または失格とされても、異議を申し立てません。
　また、応募資格を確認するため、富士市が静岡県警察本部等関係機関に対して、別紙代表者及び役員一覧表を調査・照会資料として使用することを承諾します。

（代表申込者）
	所　在　地

事業者名

代表者氏名
	



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞



（構成員）
	所　在　地

事業者名

代表者氏名
	



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


　
	所　在　地

事業者名

代表者氏名
	



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞







（参考様式２）

役　員　等　名　簿


	No
	役　職
	氏名 カナ
	氏名　漢字
	生　年　月　日
	性　別

	例
	代表取締役
	ﾌｼﾞ ｲﾁﾛｳ
	富士　一郎
	S35.8.16
	男

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	





記　入　要　領

１　記入例の下に、役員等（個人にあってはその者を、法人にあっては役員又はその支店若しくは事業所の代表者をいう｡）の役職名、氏名（カナ）、氏名（漢字）、生年月日及び性別を記載してください。

　２　提出に当たっては、氏名、生年月日等の個人情報が３の目的のために提出され、又は利用されることについて、必ず当該名簿に記載されている全員の同意を取ってください。

３　役員等名簿は、市が必要と判断した場合に、役員等が公募要領に規定する応募資格の内容に該当する者であるか否かを確認するために利用するものであり、それ以外の目的のために提供し、又は利用するものではありません。

４　共同事業体で申し込みをする場合は、構成する事業者毎に役員名簿を作成してください。


事業統括責任者


地元自治会等調整
業務担当者
●●コンサルティング


調査・設計業務担当者
●●設計㈱


工事業務担当者
●●建設㈱
㈱●●組


富士市


企業誘致
業務担当
㈱●●建設


業務代理人
監理技術者
照査技術者


現場代理人
主任技術者
専門技術者
監理技術者


